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〈編集後記〉 
専修大学社会科学研究所月報第 604 号をお届けする。本号は同研究所特別研究助成「若年・
青年層の不安定就労ならびに社会保障制度の現状」（2010－2012 年度）の中間報告の第 5 段で
ある。2012 年 10 から 11 月の月替わりに静岡県で実施した調査の中間報告なので、月報のタイ
トルの末に「2012 年度報告(3)」と入れさせていただいた。この調査の後の衆院選後に安倍政権
が誕生し、参院選後のねじれ解消もあって、この 1 年間分水嶺を越えて坂道を転げ落ちる思い
でいる。この研究のテーマである労働、社会保障という観点からするとなおさらその思いが強
くなる。 
非正規雇用者数は 1992 年から 2012 年にかけてほぼ倍増し、雇用に占める非正規雇用の割合
もこの間に倍近い 38.2％に上昇している。不安定雇用の増大に歯止めがかかっていない。この
非正規雇用は経済の成り行きだけで増大した訳ではない。1999 年 2 月に経済戦略会議(首相の
諮問機関で後に経済財政諮問会議に発展)が「日本経済再生への戦略」で「雇用の流動化」を答
申し、それに基づいて同年 7 月に労働者派遣法が改正され、適用業務のネガティブリスト化（当
時製造業は禁止）、職業安定法も一部改正され、12 月に職業紹介の民営化が実現された。今、
それより酷い事態が生じている。政府は 10 月 16 日に厚生労働相の反対で「解雇ルールの明確
化」、「有期雇用の特例」、「労働時間ルールの特例」を見送る方針を固めた（読売新聞、10 月 17
日）のを受けて、安倍首相は 21 日の衆議院予算委員会で、規制官庁の閣僚に「意見を述べる機
会を与えるが、意思決定には加えない方向で検討している」と説明し（日本経済新聞、11 月 22
日）、経済財政諮問会議と同じ「法定組織」として政府方針を定める権限を持つ「特区諮問会議」
を設置し、そこで規制緩和を進める方針（朝日新聞、10 月 21 日）のようである。経済戦略会
議に参加していた経済学者がリーマンショック後に自己批判を展開した。派遣切りやワーキン
グプアーの置かれた状況を慮れば至極当然であると思われる。学者は自己の主張が何をもたら
すことになるのか、熟慮を重ねなければならない。それが学問で飯を食っている者の最低限の
責務であろう。 （本号本文中の M 某） 
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